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研究成果の概要（和文）：正規・非正規の雇用形態別に、女性の就業率がどのような地域差をもっているかを、日本の
近年のマイクロデータで確認した。その結果、女性就業率の地域差は、有配偶女性の正規雇用においてもっとも大きく
、有配偶女性のパート雇用や無配偶女性の就業では地域差は小さいことがわかった。また、正規雇用での就業率が最も
高いのは、日本海側地域（山形、新潟、富山、石川、福井、鳥取、島根）である。さらに、1930年以降近年までの集計
データを用いて、女性就業の地域差が歴史的にどのように推移したかを確認した。その結果、日本海側地域は1955年以
降、就業率が最も高い地域になったことがわかった。

研究成果の概要（英文）：The regional dispersion in regular and non-regular employment by women is examined
 using microdata of Japan in recent years. I find that regional dispersion is large in regular full-time e
mployment by married women, and it is small for married women's non-regular employment or single women's e
mployment. The participation in regular full-time employment is highest in the Northern Coastal region (Ya
magata, Niigata, Toyama, Ishikawa, Fukui, Tottori, and Shimane prefectures). I also explore how the region
al dispersion changed over time using the data from 1930 to present. The Northern Coastal region emerged t
o the highest participation area after 1955.

研究分野：

科研費の分科・細目：

社会科学

キーワード： 地域　非正規雇用　女性

経済学・応用経済学



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
所得格差と雇用は、学術研究の上で

も、また経済政策の視点からも、近年
多くの注目を集めている。若年層での
所得格差の拡大があることが指摘され
る一方で、賃金格差は拡大していない
ことを報告している研究もある。しか
しながら、賃金格差と所得格差の変化
を統一的に理解した既存研究は少ない。
賃金格差と所得格差の関連を理解する
ためには、就業についての分析が不可
欠である。 
本研究の背景は以下のようなもので
ある。第 1 に、2000 年代中ごろには、
地方での中卒男性の就業率が大きく低
下したことがわかっている(Abe and 
Tamada 2010 Regional patterns of 
employment changes of less-educated 
men in Japan: 1990-2007, Japan and 
the World Economy)。第 2に、Abe, “A 
cohort analysis of male labor supply 
in Japan”は、1973－1982 年生まれの
コーホートでは男性について正規雇用
が減少し非正規雇用が増加しているこ
とを示した（この結果は、本研究の期
間中に Abe 2012 として公刊された）。
また Abe (2011, The Equal Employment 
Opportunity Law and labor force 
behavior of women in Japan, Journal 
of the Japanese and International 
Economies)は、女性のパート・アルバ
イト雇用には、より近年に生まれたコ
ーホートほど増加しているという強い
コーホート効果があること、男性と同
じく 1973－1982 年生まれのコーホー
トでは女性の正規雇用が減少したこと
を報告している。所得分配については、
Abe and Oishi (2009, The 1.03 million 
yen ceiling and earnings inequality 
among married women in Japan, 
Economics Bulletin) において、有配
偶女性の中で無業者が減少しパート労
働者が増えたことが、そのグループ内
での所得格差を低下させたことが示さ
れている。 

 
２． 研究の目的 

日本における正規および非正規雇用
への就業・賃金・所得の実態とその時
系列的な変化を実証的に把握するとと
もに、それが所得分配にどのような影
響を与えているのかを検証する。所得
格差の拡大が指摘される一方で、賃金
格差の拡大は限定的であるとする既存
研究も存在するが、それらを統一的に
理解する枠組みを構築し、所得格差拡
大の要因を明らかにする。さらに地域
の産業構造が正規雇用・非正規雇用の
地域的広がりとどう関連しているのか
を、日本のデータを用いて実証的に検

証する。地域間の産業構造には大きな
ばらつきがある。その一方でグローバ
リゼーションにより、日本の産業構造
は大きく変化してきた。本研究では、
正規雇用と非正規雇用の地域的な広が
りの実態とその要因を実証的に明らか
にする。地域の産業構造の違いは、地
域の就業パターンや居住地選択に影響
を与える。一例として、首都圏では、
東京に居住する女性には正規雇用者と
して働く割合が高いが、近郊地域（埼
玉・千葉・神奈川）に居住する女性に
はパート雇用就業の割合が高いことが
知られている（Abe 2011 Family labor 
supply, commuting time, and 
residential decisions: The case of 
the Tokyo Metropolitan Area Journal 
of Housing Economics）。別の例として、
女性の就業率は日本海側地域で特に高
いことが知られている。本研究ではこ
れらの既存研究を基礎として、地域間
賃金格差・就業の地域差・地域間所得
格差の関連を明らかにする。 

 
３．研究の方法 
   本研究では実証研究が主体であるの

で、実証分析に用いるデータを利用で
きる状態にして研究を進める。実証研
究に用いるデータは、(1)一橋大学を通
じて提供されている公的統計の匿名デ
ータ（就業構造基本調査、社会生活基
本調査、等）、(2)二次利用の手続きを
経て用いる公的統計の個票データ（就
業構造基本調査、パートタイム労働者
総合実態調査、等）、(3)東京大学空間
情報科学研究センターを通じて提供さ
れている国勢調査等の集計データ、等
である。さらに、本研究では、日本の
雇用・所得分配に関する研究成果を、
国際的に発信することに重点をおく。
そのために、研究代表者が海外出張を
し、研究発表を行い、さらに研究につ
いての意見交換を行う。 

 
４．研究成果 
   1980 年代以降の男性の正規雇用・非

正規雇用について分析した結果、男性
について、高学歴者以外の正規雇用が
減少したこと、無配偶男性の正規雇用
は、高学歴有配偶男性のそれと比較し
て、景気との関連が深いことがわかっ
た (Abe 2012)。1982 年から 2007 年の
データを用いて、女性の出生コーホー
ト別の分析を行なった結果、均等法以
降の世代について大卒女性の正規雇用
が増えたのは 40 歳未満の無配偶女性
についてであって、有配偶女性での増
加は限定的であることを示した。さら
に、男女間賃金格差は、高学歴者より
もそれ以外のほうでより大幅に縮小し



たことを示した（Abe 2013a）。女性の
雇用が地域的にどのような広がりをも
つのかを考察し、正規雇用が多いのは
日本海側地域であり、近年それが増加
しているのは東京であることを示した
（安部 2011b）。女性就業の地域差を、
正規・非正規雇用別に分析し、保育資
源の地域差や地域の産業構造は、地域
差の一部分を説明するものの、それら
の需要供給要因では説明しきれない部
分があることを示した（Abe 2013b）。 
2012年 10月から2013年 3月にかけて
は、研究代表者のサバティカル期間を
活用して、パドヴァ大学（イタリア）、
GATE-LSE (Groupe d’Analyse et de 
Théorie Economique Lyon St-Etienne, 
フランス)に滞在し、研究発表を行なう
とともに、研究の深化を図った。また、
この期間中に、ヨーロッパ各地の大学
等を訪問し、研究に関する意見交換を
行ない、日本のデータを用いた実証研
究を国際的に発信していくためには、
どのような努力が必要か、などについ
て意見交換を行なった。その結果、国
際比較を行なうことは一つの有力な手
段であろうという結論に達した。そこ
で、有益な国際比較を行なうためにど
のようなデータを利用すればよいか、
どのような手法の集計が比較のために
適切か、などの検討を行なった。 
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